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別紙

建設工事等における契約の保証及び前払金保証に係る保証証書等の電

子化について

（趣旨）

１ 建設工事請負契約書（建設工事請負契約書について（防整施（事）第４２３号。

令和５年１２月２６日）に規定する建設工事請負契約書をいう。以下同じ。）第

４条、設計等技術業務委託契約書（設計等技術業務委託契約書について（防整施

第６９３４号。２８．３．３１）に規定する設計等技術業務委託契約書をいう。

以下同じ。）第４条又は事業監理業務委託契約書（事業監理業務委託契約書につ

いて（防整施第６９３５号。２８．３．３１）に規定する事業監理業務委託契約

書をいう。以下同じ。）第３条に規定する契約の保証及び建設工事請負契約書第

３７条、設計等技術業務委託契約書第３９条に規定する前払金保証に係る保証証

書等の提出又は寄託に代わる措置の実施について必要な事項を定めるものとす

る。

（用語の定義）

２ 用語の定義は、次の各号に定めるところによる。

⑴ 契約の保証に係る保証証書等

建設工事請負契約書第４条第１項第３号から第５号まで、設計等技術業務委

託契約書第４条第３号から第５号まで又は事業監理業務委託契約書第３条第１

項第３号から第５号までに規定する保証に係る保証書又は証券をいう。

⑵ 前払金保証に係る保証証書

建設工事請負契約書第３７条第１項若しくは第４項又は設計等技術業務委託

契約書第３９条第１項に規定する保証契約の保証証書をいう。

⑶ 保証証書等

契約の保証に係る保証証書等又は前払金保証に係る保証証書をいう。

⑷ 電磁的記録

電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない

方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるもの

をいう。

⑸ 電磁的方法

電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法を

いう。

⑹ 電子証書等

電磁的記録により発行された保証証書等をいう。

⑺ 電子証書等閲覧サービス

電子証書等を電気通信回線を通じて発注者等の閲覧に供するために、電子計

算機を用いた情報処理により構築されたサービスであって、保険会社又は保証



事業会社が指定するものをいう。

⑻ 契約情報

電子証書等の保険契約番号又は保証契約番号をいう。

⑼ 認証情報

電子証書等の保険契約番号又は保証契約番号に関連付けられたパスワードを

いう。

⑽ 金融機関等

保険会社、保証事業会社（公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和２

７年法律第１８４号）第２条第４項に規定する保証事業会社をいう。以下同

じ。）等をいう。

（保証証書等の提出又は寄託に代わる措置）

３ 保証証書等の提出又は寄託に代えて講ずることができる電磁的方法であって、

金融機関等が定め、契約担当官等の認める措置（以下「電磁的方法による提出」

という。）は、次のとおりとする。

⑴ 受注者が、電子証書等閲覧サービス上にアップロードされた電子証書等を閲

覧するために用いる契約情報及び認証情報を契約担当官等に提供し、契約担当

官等が、当該契約情報及び認証情報を用いて当該電子証書等を閲覧すること。

⑵ ⑴の電子証書等を閲覧するための契約情報及び認証情報は、可能な限り電子

契約システムを介して受け取ること。

（保証証書等の提出又は寄託に代わる措置による取扱いの留意事項）

４ 前項による取扱いの留意事項は、次のとおりとする。

⑴ 前払金保証に係る保証証書の取扱い

ア 建設工事にあっては令和６年１月１日以降に、技術業務にあっては令和６

年３月２９日以降に入札公告、指名通知、手続開始の公示又は見積依頼を行

い契約を締結するものについての前払金保証に係る保証証書の寄託について

は、原則、前項の措置によるものとする。

イ 建設工事にあっては令和５年１２月３１日以前に、技術業務にあっては令

和６年３月２８日以前に入札公告、指名通知、手続開始の公示又は見積依頼

を行い契約を締結しているものであって前払金保証に係る保証証書の提出を

前項の措置により行う場合においては、あらかじめ契約を変更し、建設工事

請負契約書について（防整施（事）第４２３号。令和５年１２月２６日）に

よる建設工事請負契約書第３７条及び第３８条又は設計等技術業務委託契約

書についての一部改正について（防整施第７７６４号。令和６年３月２９日）

による改正後の設計等技術業務委託契約書第３９条の規定に変更すること。

ウ 電磁的方法による提出を受けた電子証書等を出力した書面又は電磁的記録

は、支出負担行為担当官が自ら若しくはその指定する職員をして保管する。

ただし、電磁的方法による提出によらない場合は、なお従前の例によること。

⑵ 保証の契約内容を変更する場合の保証証書等の取扱い



電磁的方法による提出によらない保証証書等の提出又は寄託が行われたもの

については、当該保証の契約内容を変更する場合（ア又はイの場合をいう。）

において前項の措置は適用しないので、従前の例によること。

ア 建設工事にあっては令和５年１２月３１日以前に、技術業務にあっては令

和６年３月２８日以前に入札公告、指名通知、手続開始の公示又は見積依頼

を行い契約を締結し保険証書等の提出又は寄託が行われたものについて同日

の翌日以降に当該保証の契約内容を変更する場合。

イ 建設工事にあっては令和６年１月１日以降に、技術業務にあっては令和６

年３月２９日以降に入札公告、指名通知、手続開始の公示又は見積依頼を行

い契約を締結し保険証書等の提出又は寄託が行われたものであって、電磁的

方法による提出によらないものについて同日以降に当該保証の契約内容を変

更する場合。


